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「基本的考え方」を踏まえた具体化が必要な検討事項

《保育サービスの提供の新しい仕組み （公的性格や特性も踏まえた新しい保育メカニズム）》

・ 保育サービスの必要性の判断基準（「保育に欠ける」要件の見直し）

・ 契約などの利用方式のあり方

・ 市町村等の適切な関与の仕組み（保育の必要度が高い子どもの利用確保等）

・ 情報公表や第三者評価の仕組み

・ 地域の保育機能の維持向上

《放課後児童対策の仕組み》

（ ※ 就学前保育・教育施策のあり方全般に関する検討 → 新たな検討の場 ）

《すべての子育て家庭に対する支援の仕組み》

妊婦健診、一時預かり、地域子育て支援拠点事業、全戸訪問事業等の
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次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた基本的考え方（抜粋）
（平成２０年５月２０日社会保障審議会少子化対策特別部会）

２ サービスの量的拡大

（１） 「質」が確保された「量」の拡充

○ 次世代育成支援に対する財政投入全体の規模の拡充が必要であるが、緊急性の高さや実施や普及に時間がかかることを

考慮し、とりわけサービス（現物給付）の拡充に優先的に取り組む必要がある。

６ すべての子育て家庭に対する支援等

○ 育児休業の取得促進には育児休業給付が重要であるなど、現金給付についても議論が必要である。

３ 中間報告後の議論

（５）新たな制度体系構築に向けた基本的視点

③ 国民負担についての合意形成

少子化対策は社会保障制度全体の持続可能性の根幹にかかわる政策であり、その位置づけを明確にした上で、効果的な財源投
入を行うことが必要。

国民の希望する結婚、出産・子育てを実現した場合の社会的コストの追加所要額は、昨年末、「子どもと家族を応援する日本“重点
戦略”」において、１．５兆円～２．４兆円と推計されているところ。

また、同試算には含まれていないが、施設整備やサービスの質の維持・向上のためのコスト、社会的養護など特別な支援を必要とす
る子ども達に対するサービスの充実に要するコスト、さらには児童手当をはじめとする子育てに関する経済的支援の充実も、緊急性の
高い保育をはじめとするサービスの充実の優先の必要性にも留意しつつ併せて検討すべき。

少子化対策は「未来への投資」として、国、地方公共団体、事業主、国民が、それぞれの役割に応じ、費用を負担していくよう、合意
形成が必要。

社会保障国民会議 最終報告（抜粋）
（平成２０年１１月４日社会保障国民会議）


